
雨天時浸入水対策計画

分流式下水道を採用している地方公共団体において、施設の老朽化の進行や地

震等の被災、高強度降雨の増加等に伴い、降雨時に下水の流量が増加し、汚水管

等からの溢水や宅内への逆流等、雨天時浸入水に起因する事象が発生しています。

これらを踏まえて、国土交通省は2020年（令和2年）1月に「雨天時浸入水対策ガイド

ライン（案）」を策定しています。

「雨天時浸入水対策ガイドライン（案）」に基づき策定する雨天時浸入水対策計画で

は、計画降雨以下の降雨における雨天時浸入水に起因する事象の発生を防止する

ことを目的とした、段階的な対策計画を策定します。この際には、ストックマネジメント

計画や浸水対策等の他事業との連携を踏まえた、効率的かつ効果的な事業のロー

ドマップを作成します。

図2 雨天時浸入水対策と関連事業との連携（2/2）
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①雨天時浸入水対策計画の策定

雨天時浸入水対策計画の策定により、発生源対策、施設対策、

運転管理を組合せた効率的かつ効果的な対策を実施します。

②絞込調査の実施

低コストでメンテナンスが容易な電気伝導度計及び温度計に

よる絞込調査を提案します。

③発生源対策の実施

各種調査によって浸入箇所を絞り込んだ地区に対して適切な

対策を実施すると同時に、他事業（ストックマネジメント計画等）

との連携による相乗効果を踏まえた対策を提案します。

流域下水道における雨天時浸入水対策

流域下水道においては、雨天時浸入水が特に深刻な問題となっています。対策に当たっては、流域下水道内における雨天時浸入水

の発生箇所について認識共有や流域関連公共下水道間での合意形成が必要となるからです。流域下水道が主体となって雨天時浸入

水対策計画を策定し、流域関連公共下水道と連携して対策を実施することが問題解決の鍵となります。

効率的かつ効果的な「雨天時浸入水対策計画」策定のご提案
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効率的な下水道事業の実現へ！

図1 雨天時浸入水対策と
関連事業との連携（1/2）

図3 流域下水道に係る雨天時浸入水の課題

雨天時対策

これからの雨天時浸入水対策・浸水対策を見据えて



業務実績

業務名称発注者受注年度

久留米市雨水管理総合計画策定業務福岡県久留米市2018

雨水管理総合計画策定委託神奈川県寒川町2020

瀬戸処理区雨天時浸入水対策検討委託業務（Ｒ３－１）高知県高知市2021

下水道雨水管理総合計画基本検討業務（岡崎市全域）愛知県岡崎市2022

神戸市公共下水道雨天時浸入水対策計画策定業務（その２）兵庫県神戸市2023

図5 国・県・市が連携した浸水対策案の概略図

出典：福岡県「総合内水対策計画」

雨水管理総合計画

内外水を一体的に扱った総合的な内水対策のご提案

雨水管理総合計画とは、下水道事業の浸

水対策を効率的かつ着実に進めることを目

的として、浸水対策の目標や重点対策地区

を定めるものです。国土交通省は「雨水管理

総合計画策定ガイドライン（案）」（2021年（令

和3年）11月）を作成し、策定を指導していま

す。近年の浸水被害状況を踏まえ、本計画

の策定が義務化される見込みです。

本計画は、ハード対策及びソフト対策によ

る最適な浸水対策計画を策定するもので、

下水道のみならず河川や農政、道路や開発

等、他事業と連携した総合的な対策の実施

が示されていますが、一般には下水道浸水

対策のみの限定的な対策に留まっています。 図4 浸水対策実施区域のイメージ

出典：国土交通省「雨水管理総合計画策定ガイドライン（案)」

①平成30年7月豪雨による被害発生

筑後川本川（国）の水位が上昇したため、筑後川に合流する下

弓削川（県）の水門を閉鎖し排水機場による強制排水を行ったも

のの、久留米市街地周辺の住宅等で広範囲に床上浸水の内水

被害が発生。

②県及び国対応を含めた総合的な対策検討と内水対策委員会

での働きかけ

市単独では、平成30年7月豪雨に相当する規模での床上浸水

を解消する対策メニュー・規模を見いだせない状況でしたが、国

及び県の対応を含めた総合的対策を検討し、内水対策検討会

で働きかけを行うことにより、費用及び期間面で実現可能な対

策内容となりました。

③国・県・市が連携した「総合的な浸水対策」の策定

総合的な浸水対策は、今後5年間で排水機場の増設（国・県・

市）、護岸嵩上げ（県・市）、流域貯留施設（市）等のハード対策

並びに減災に向けたソフト対策からなり、国・県・市が連携し、一

体的に推進することなりました。

筑後川水系弓削川における検討事例
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